
平成２６年度「住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業」及び「住宅のゼロ・

エネルギー化推進事業」に係る補助事業者（執行団体）の公募についての説明書 

 
 
 
１．事業の概要 

 １）事業の目的 
次の通り、平成２６年度「住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業」及び「住

宅のゼロ・エネルギー化推進事業」に係る補助事業者（執行団体）を実施する者の公募に

ついて公示します。 

※この公募は、平成２６年度予算によるものであり、平成２６年度予算成立等が前提で

あり、今後、内容等が変更になることもありますので、あらかじめご了承ください。 

※本公募は、事業者への補助金の交付等を実施する補助事業者（執行団体）を公募する

ものです。 

 ２）事業内容 

現在、わが国のエネルギー消費量の約３割を占める民生部門（家庭、業務）のエネ

ルギー消費は、産業部門と比較して高い伸びを示しています。このため、民生部門に

おける抜本的な省エネルギー対策の推進が喫緊の課題となっています。 

本事業では、住宅・建築物におけるネット・ゼロ・エネルギー化を目指すべく、以

下の２つの事業の執行を行います。 

① 住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業（担当：経済産業省） 

・ネット・ゼロ・エネルギー・ビル実証事業（①－１） 

建築物の省エネ化を推進するため、ＺＥＢ（※）の実現に資するような省エネル

ギー性能の高い建物（新築・既築）に対し、高性能設備機器等の導入費用を補助す

る。 

・ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業（①－２） 

住宅の省エネ化を推進するため、ＺＥＨ（※）の普及促進を図り、高性能設備機

器と制御機構等の組合せによる住宅のゼロエネ化に資する住宅システムの導入を

支援する。あわせてＺＥＨの普及促進のため、実証データ収集調査等を実施する。 

・既築住宅・建築物における高性能建材導入促進事業（①－3） 

高性能建材の市場拡大と価格の低減により既築住宅等の省エネ改修を促し、省

エネを推進するため、省エネルギー性能の高い高性能建材を用いた改修を補助す

る。 

※ＺＥＢ／ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル／ハウス）  

：年間の1次エネルギー消費量がネットでゼロとなる建築物／住宅 

②住宅のゼロ・エネルギー化推進事業（担当：国土交通省） 

住宅の省エネ化をさらに推進するため、中小工務店におけるゼロ･エネルギー住宅

の取組みを支援し、ゼロ・エネルギー住宅の普及促進を図る。 

 ３）事業期間  
平成２６年４月 ～ 平成２７年３月３１日（予定） 

 



 ４）補助対象事業者の要件 
(1）①及び②の両事業において、採択事業の選定にあたっての評価（評価事業）、採

択内容及び補助額等に従った交付受理等の事務（事務事業）を同一の事務局（コン

ソーシアムも可）で執行できること。 

 (2）①－2、及び②の執行に際しては、間接補助事業者に対する申請窓口の一体化や、

補助事業の採択等に係る審査委員会等を一体で行う等、両事業を一体として効率

的に執行できること。 

（3）当該補助事業の実施に関する計画が、適切なものであること。 

（4）住宅及び建築物の省エネルギーに関する技術に精通しており、かつ、補助事業の

遂行に必要な組織、人員を有していること。 

（5）当該補助事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ、資金等につ

いて十分な管理能力を有していること。 

（6）国が当該補助事業を推進する上で必要とする措置を、適切に遂行できる体制を有

していること。 

（7）当該補助事業に係る普及促進を行い得る能力を有すること。 

（8）当該補助事業において知り得た情報の秘密保持を徹底すること。 

（9）当該補助事業終了後、補助事業者の財産処分手続きや会計検査対応等のために必

要となる文書を、必要な期間保管すること。 

(10)当該補助事業で所得した情報等について、次年度以降の事業に継続的に活用する

ことが可能となるよう、必要に応じて引き継ぎを行うこと。 

 

 ５）事業の参考業務規模 

○住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業：約７６億円 

○住宅のゼロ・エネルギー化推進事業：約２０億円 

※「住宅のゼロ・エネルギー化推進事業」においては、事務事業の実施に必要な事 

務費として、「住宅のゼロ・エネルギー化推進事業」における採択額の３％以内

の額とします。ただし、この率によることが著しく不適当である場合には、この

率によらないことができます。 

 

２．応募に必要な書類 

（1）表紙（様式 1） 

（2）団体概要、直近の決算報告書等 

（3）事業の実施体制に関する説明書 

（4）住宅及び建築物の省エネルギーに関する技術に精通していることの説明書 

（5）本事業の実施計画書 

・間接補助事業者の交付要件（対象者、補助対象経費、補助金上限額 等） 

・間接補助事業者の募集方法、申請方法及び審査・採択方法 

・実施スケジュール 

（6）補助事業の支出計画書 

（7）事業の効果の把握及び評価に関する説明書 



（8）その他必要な事項（事業実施時に入手した機密情報の管理に関する説明 等） 

※応募書類や追加資料は、審査のみに使用します。なお、提出いただいた書類等は返却

いたしませんのでご留意ください。 

 

３．応募書類の作成及び記載上の留意事項 
 １）応募書類の作成上の基本事項 

応募書類は、本事業における具体的な取り組み方法についての提案を求めるもので

す。本説明書において記載された事項以外の内容を含む申込書については、無効とす

る場合があるので注意してください。 

 ２）作成に用いる言語等 

 書類の作成に用いる言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及び計量法

によるものとします。 

 ３）申込書の無効 
 提出書類について、この書面に適合しない場合は無効とすることがあります。 

４）結果は、書面（審査結果通知書）により通知します。 
 
４．審査・公表 

審査は原則として応募書類に基づいて行いますが、必要に応じてヒアリングを実施す

るほか、追加資料の提出を求める場合があります。 

また、採択の問い合わせについては、後日、資源エネルギー庁又は国土交通省ホーム

ページ等で公表することとし、個別の問い合わせには応じないことをご了承ください。 

 
５．採択件数 
１件 

 
６. 申込書の提出期限、場所及び方法 
１）期限 平成２６年３月１９日（水）１８時００分まで 

期限までに提出がなかった場合、いかなる理由をもっても不採用となります。 
２）場所  〒100-8918 東京都千代田区霞が関１－３－１ 

経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 

省エネルギー対策課 担当：中村・松原 

〒100-8918 東京都千代田区霞が関２－１－３ 

国土交通省 住宅局 住宅生産課 担当：内上・瀬田 

 

３）方法 上記担当部局のいずれかへ、持参又は郵送で 10 部提出してください。 

（正 2部、副 8部） 
 

７．本説明書の内容についての質問の受付及び回答 
質問は、文書（様式自由、ただし規格はＡ４版）により行うものとし、持参、郵送、電

送、又は電子メールのいずれの方法でも可能とします（電送又は電子メールの場合には着

信を確認してください。） 



なお、文書には回答を受ける担当窓口の部署、氏名、電話及びＦＡＸ番号、電子メール

アドレスを併記してください。 
   受付期間：平成２６年２月２７日（木）１２時００分より 

平成２６年３月１４日（金）１８時００分まで 
 

（問い合わせ先） 

 〒100-8918 東京都千代田区霞が関１－３－１ 

経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 

省エネルギー対策課 担当：中村・松原 

電話 03-3501-9726 FAX 03-3580-8439 

電子メール shouene-pub@meti.go.jp 

〒100-8918 東京都千代田区霞が関２－１－３ 

国土交通省 住宅局 住宅生産課 担当：内上・瀬田 

電話 03-5253-8111(内線39-421) FAX 03-5253-1629 

電子メール uchigami-y27f@mlit.go.jp 

 
８.その他 
 (1) 申込書の作成、提出に係る費用は、提出者側の負担とします。 

(2) 提出された申込書は、当該申込者に無断で２次的な使用は行いません。 

(3) 申込書に虚偽の記載を行った場合は、当該申込書を無効にするとともに、申込者に

対して、補助事業者の取消を行うことがあります。 

(4) 採用された申込書は、「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（平成１１

年法律第４２号）において、行政機関が取得した文書について、開示請求者からの開

示請求があった場合は、当該企業等の権利や競争上の地位等を害するおそれがないも

のについては、開示対象となる場合があります。採用されなかった申込書は原則返却

しません。なお、返却を希望する場合はその旨を申込書を提出する際に申し出てくだ

さい。 

 



 (様式１) 
 
事業の名称：平成２６年度「住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業」及び「住

宅のゼロ・エネルギー化推進事業」に係る補助事業者（執行団体） 

 
事業期限：平成２７年３月３１日 
 
 

標記について、提案書を提出します。 
 

平成  年  月  日 
 
経済産業省資源エネルギー庁 殿 
 

国土交通省住宅局 殿 
 
 
 
 
 
 

提出者）住所 
電話番号 
会社名 
代表者 役職名 氏名    印 

作成者）担当部署 
氏名 
ＦＡＸ 
Ｅ－mail 

 
 
 
 
 
 



（別紙） 

○住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業の概要 

 

１．補助事業 

（１）事業予定額 

約７６億円 （注）事業予定額は、平成２６年度予算の成立等を前提とするもので、 

現時点での予定額です。 

（２）補助対象経費の区分 

① ネット・ゼロ・エネルギー・ビル実証事業に要する経費 

② ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業に要する経費 

③ 既築住宅・建築物における高性能建材導入促進事業に要する経費 

④ 事務費（システム運用管理費、委員会費、労務費、その他業務管理に必要な経費） 

（３）補助率 定額 

（４）事業実施期間 

平成２６年４月～平成２７年３月３１日（原則、単年度事業） 

 

２．間接補助事業（予定） 

（１）ネット・ゼロ・エネルギー・ビル実証事業 

・補助対象 

建築物の省エネ化を推進するため、ＺＥＢの実現に資するような省エネルギー性能の

高い建物（新築・既築）に対し、高性能設備機器等の導入費用を補助する。 

・補助対象経費 

（１）に要する経費（材料費、設備費、工事費等） 

 ・採択件数 約１５件 

・一件当たりの補助率 

２／３以内、１／２以内、１／３以内 （事業効果に応じて段階的に設定する） 

（２）ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業 

 ・補助対象 

住宅の省エネ化を推進するため、ＺＥＨの普及促進を図り、高性能設備機器と制御

機構等の組合せによる住宅のゼロエネ化に資する住宅システムの導入を支援する。

あわせてＺＥＨの普及促進のため、実証データ収集調査等を実施する。 

・補助対象経費 

（２）に要する経費（材料費、設備費、工事費等） 

・採択件数 約６００件 

・１件当たりの補助率  １／２以内 （上限額は別途定める） 
（３）既築住宅・建築物における高性能建材導入促進事業 

 ・補助対象 

高性能建材の市場拡大と価格の低減により既築住宅等の省エネ改修を促し、省エネ

を推進するため、省エネルギー性能の高い高性能建材を用いた改修を補助する。 

・補助対象経費 

（３）に要する経費（材料費、設備費、工事費等） 

・採択件数 約１６，０００件 

・１件当たりの補助率  １／３以内 （上限額は別途定める） 

 

３．その他 

 平成２６年５月末までに間接補助事業者に対する公募を開始する。 



○住宅のゼロ・エネルギー化推進事業 

 

１．補助事業 

（１）事業予定額 

約２０億円 

（注）事業予定額は、平成２６年度予算の成立等を前提とするもので、現時点での

予定額です。 

（２）補助対象経費の区分 

① 住宅のゼロ・エネルギー化推進事業に要する経費 

② 事務費（システム運用管理費、委員会費、労務費、その他業務管理に必要な経費） 

（３）補助率 

定額 

（４）事業実施期間 

平成２６年４月～平成２７年３月３１日（原則、単年度事業） 

 

２．間接補助事業（予定） 

・補助対象 

住宅の省エネ化をさらに推進するため、中小工務店におけるゼロ･エネルギー住宅の

取組みを支援し、ゼロ・エネルギー住宅の普及促進を図る。 

・補助対象経費 

○調査設計計画に要する費用。 

○住宅の省エネ化に係る建築構造、建築設備等の整備に要する費用（ゼロ・エネルギ

ー住宅とすることによる掛かり増し費用相当額）。 

○効果の検証等に要する費用。 

・採択件数 約１，２００件 

・１件当たりの補助率  １／２以内 （上限額は別途定める） 

 

 

 

＜参考：交付スキーム＞ 

 

 


